
計 5,474 4,463

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

1,343 904 　　　　財政事情に鑑み、より緊急性の高いものに限定して整備を行うこととした

労働保険特別会計　雇用勘
定（項）施設整備費

3,663 3,282 　　　　ため。

労働保険特別会計　労災勘
定（項）施設整備費

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

一般会計（項）都道府県労
働局施設費

468 277 　　　　　労働基準監督署、公共職業安定所の庁舎に係る工事について、厳しい

―

（481) （511) （611) (657)

単位当たり
コスト

　　　　　　７．９　　（百万円／件） 算出根拠 執行額　÷　活動実績件数　　（２０～２２年度平均）

工事実施件数

活動実績

（当初見込
み）

件
628 720 756

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

施設整備については、来庁者の満足度や職場
環境の改善等、数値化が困難な要素があり、定
量的な成果指標を示すことになじまない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ － －

執行率（％） 74.1 58.2 65.9

執行額 6,727 4,886 4,963

計 9,082 8,396 7,526 6,229 4,463

139

繰越し等 730 256 37 616

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 8,352 8,140 7,489 5,474 4,463

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

主な事業内容は、庁舎新営、耐震改修工事、屋上防水工事、空調設備改修工事、太陽光発電設備設置工事等である。
事業実施の態様として、国土交通省地方整備局に支出委任を行う場合と各労働局が直接実施する場合がある。
大規模工事を行う必要がある場合には、各労働局が国土交通省の各地方整備局（営繕事務所）に協議を行い、整ったものについ
て、厚生労働省の予算を支出委任して行っている。
比較的規模の小さい（数百万円規模）工事案件については、各労働局が一般競争入札等の契約事務を行い、実施している。

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

官公庁施設の建設等に関する法律（第９条）
国家公務員宿舎法第17条

特別会計に関する法律第99条第２項第２号

関係する計画、
通知等

庁舎等及び省庁別宿舎の取得等予定の調整について
（昭和４９年６月１３日蔵理第２３９４号）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所の行政運営に必要な施設整備（老朽・狭隘化解消のための庁舎新営、
安全確保のための改修等）を通じて、行政運営の効率化及び利用者利便の向上を図る。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和２２年度 担当課室 地方課 課長　苧谷　秀信

会計区分 一般・特別会計（労災勘定及び雇用勘定） 施策名 －

事業番号 0777

　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 都道府県労働局等施設整備に必要な経費 担当部局庁 厚生労働省大臣官房 作成責任者



上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

不要不急の工事は見送るなど整備実施個所の精査を行い、概算要求額を縮減した。（反映額▲1,011百万円）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

執行状況を予算要求に反映

（本事業は、事業執行率が減少傾向にあることから、不要不急の工事は見送るなど整備実施個所の精査を行い、要求額の縮減を
図ること。）

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

事業の目的に沿って適切に実施できている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働本省 

 ５，９０５百万円 

Ａ．４７都道府県労働局 

 ２，３１２百万円 

Ｄ．民間会社等（１２４者） 

３，００３百万円 

Ｃ．民間会社等（６３２者） 

１，６６６百万円 

都道府県労働局・地方整備

局等へ予算を配賦 

 事業の執行のため契約を 

 締結 

【一般競争入札等】 
 
 
 
 
 
 
 
 

 契約書に従って事業を 

 遂行 

 契約書に従って事業を 

 遂行 

Ｂ．１０地方整備局等 

 ３，５９３百万円 

 事業の執行のため契約を 

 締結 

【一般競争入札等】 
 
 
 
 
 
 
 
 

※Ａ．及びＢ．の金額は予算配賦額 

※Ｃ．及びＤ．の金額は契約額 

うち事務費 ２９４百万円 



計 371 計 0

工事費 佐賀公共職業安定所庁舎　新築工事 371

D.民間会社等 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 419 計 0

不動産購入費
阿倍野公共職業安定所庁舎　新築用
地購入

419

C.民間会社等 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 847 計 0

その他 事務費（設計監理費、旅費） 65

工事費 福井公共職業安定所庁舎　新築工事
等

782

B.近畿地方整備局 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 622 計 0

その他 事務費（設計監理費、旅費） 3

工事費 大阪南労働基準監督署ほか６署所庁
舎　　複層ガラス整備等

189

金　額
(百万円）

不動産購入費
阿倍野公共職業安定所庁舎　新築用
地購入

430

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.大阪労働局 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

10 岐阜労働局 岐阜労働局庁舎　移転工事等 54

9 愛知労働局 名古屋中公共職業安定所庁舎　屋上防水工事等 55

8 長野労働局 長野労働局長野職員宿舎　外断熱工事等 69

7 東京労働局 三鷹労働基準監督署庁舎　移転工事等 72

6 大分労働局 大分公共職業安定所ほか４所庁舎　ＬＥＤ照明設置工事等 75

5 茨城労働局 筑西公共職業安定所下妻出張所庁舎　ＯＡフロア化工事等 83

4 北海道労働局 札幌東公共職業安定所　仮庁舎入居工事等 130

3 埼玉労働局 川口公共職業安定所庁舎　空調設備改修工事等 158

2 群馬労働局 高崎公共職業安定所庁舎　新築用地購入等 181

1 大阪労働局 阿倍野公共職業安定所庁舎　新築用地購入等 622

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 近畿地方整備局 福井公共職業安定所庁舎　新築工事等 847

2 九州地方整備局 佐賀公共職業安定所庁舎　新築工事等 790

3 関東地方整備局 高崎公共職業安定所庁舎　新築工事等 670

4 中国地方整備局 倉敷中央公共職業安定所庁舎　増築工事等 314

5 四国地方整備局 高知公共職業安定所庁舎　新築工事等 246

6 中部地方整備局 四日市労働基準監督署庁舎　太陽光発電設置工事等 215

7 北海道開発局 札幌東公共職業安定所庁舎　新築工事等 180

8 東北地方整備局 大曲公共職業安定所庁舎　増築工事等 172

9 北陸地方整備局 七尾公共職業安定所羽咋出張所庁舎　空調設備改修工事等 102

10 沖縄総合事務局 宮古公共職業安定所庁舎　耐震補強工事等 57

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大阪府 阿倍野公共職業安定所庁舎　新築用地購入 419 随意契約

2 高崎市 高崎公共職業安定所庁舎　新築用地購入 132 随意契約

3 髙木建設（株） 札幌東公共職業安定所　仮庁舎入居工事 42 随意契約

4 （株）デンザイ東亜 大分公共職業安定所ほか４所庁舎　ＬＥＤ照明設置工事 26 2 83%

5 日本土建工業（株） 大阪南労働基準監督署ほか６署所庁舎　複層ガラス整備工事 24 7 22%

6 （株）後藤組 米沢労働基準監督署・米沢公共職業安定所庁舎　駐車場改修工事 19 6 93%

7 （株）サンエツ 戸塚公共職業安定所庁舎　空調設備改修工事 17 2 94%

8 （株）ナルミ 北海道労働局新藻岩宿舎　外壁等改修工事 17 11 80%

9 （株）中央工装 福島労働局庁舎　４階事務室改修工事 16 9 76%

10 （株）鹿北 長野労働局長野職員宿舎　外断熱工事 16 11 88%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 梅林建設（株） 佐賀公共職業安定所庁舎　新築工事 371 18 86%

2 東洋建設（株） 福井公共職業安定所庁舎　新築工事 283 5 90%

3 鉄建建設（株） 高崎公共職業安定所庁舎　新築工事 138 12 87%

4 栄城設備工業（株） 佐賀公共職業安定所庁舎　機械設備工事 125 6 87%

5 井口工業（株） 甲府公共職業安定所庁舎　増築工事 120 3 92%

6 伊藤電気設備（株） 福井公共職業安定所庁舎　電気設備工事 101 6 85%

7 寄神建設（株） 伊丹労働基準監督署・伊丹公共職業安定所　空調設備改修工事 99 4 97%

8 （株）鈴木工務店 倉敷中央公共職業安定所庁舎　増築工事 99 14 87%

9 （株）大和組 大曲公共職業安定所庁舎　増築工事 98 6 92%

10 （株）有明電設 佐賀公共職業安定所庁舎　電気設備工事 98 9 84%


